2－A分科会

【講演内容「労働組合におけるメンタルヘルス」】

自殺者3万人のうち、1万人は職場が原因で自殺している。職員数が多ければ多いほどメンタル者が増加している。成果主義の社会が現在の状況を生み出している。

メンタルヘルスは誰にでもなりうる病気であり、心が弱い人がかかってしまう病気である。それは個人の問題であるというのは間違いである。メンタルヘルスになってしまった場合は、薬と療養が必要である。

メンタルヘルスは組織の問題であり、休職・欠勤増加、仕事のミスや事故の増加などが出てきた場合、メンタルのサインであること。そこを労組として職場の点検をしていくことが必要ではないか。

メンタルヘルスにおける「言葉」は重要。断定・威圧・否定・命令・下手な質問はうつの原因となる場合がある。考え方や、現実の捉え方次第でうつは防げる。人をうつから救う言葉と話し方として、「マイナス思考からプラスに転換させる」「個人の問題ではなく、組織全体の問題として責任回避をする」「ほめ言葉が落ち込ませてしまうこともある」などがある。キーワードは共感と絆である。

傾向として、50～60代の労働災害が増えている。労働平均年齢が上がっていることが、中高年の対策が必要。労災でメンタルの問題をどう考えていくか課題である。その後、過去の事例などの説明があった。

まとめとして、うつは心の病気である。真面目な人ほどメンタルになりやすい。不真面目な社会の裏返しである。利栄追求型の社会のしくみがこのような状況を生み出している。そのためには、労働組合のメンタル対策の強化や、セーフティーネットの確立が重要である。公務職場の場合、財政難と公共サービスの課題はある。安心安全な公共サービスを提供するために、業務の偏りはあってはならない。横断的な職場のマネージメントが必要である。現在は、労災認定の基準に問題がある。メンタルの事例についてはほとんど労災認定されない。法的な整備が必要だが、労組が職場に目を光らせることが重要なこと。

【質疑①】

蘭越町職　梅木

　休職者の職場では、欠員状態で残業、休日出勤などを行っている。休職者が出かけているのを見てがっくりするという意見が組合員から出されている。組合としてどう対応や説明をしたらよいか。

【答弁①】

　　休日出勤などの対応は当局責任であり、組合としてしっかり要求していくことが必要であり、休職者との関係とは分けてとらえなければならない。また、外出できるということは回復に向かっていることであり、そのことを理解してもらうことが重要である。

【質疑②】

名寄市職労　西村さん

復職へのリハビリについて、自単組では1ヶ月の期間を設けてやっている。実家に帰らせて通勤させているが、通勤手当て等は支給されていない。遠方からの通勤となっているが、通勤途中での事故について何の補償も受けることが出来ない。リハビリ期間中の保障で何が必要か。何か対策はないか。

【答弁②】

　処遇は通勤手当なしというのはやむをえない。民間でも賃金6割支給で通勤手当なしということになる。通勤災害などは、別途民間保険に加入し対応する方法もある。リハビリ期間はボランティアであるという考え方をしなければならない。半年は残業禁止。札幌には、「障がい者雇用サポートセンター」がある。職場でリハビリする方法と社会の中でリハビリするものとが存在する。
